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１ 健全化判断比率の状況 

① 実質赤字比率 

実質収支が赤字の団体はなし（２６年度決算：なし） 

※ 実質赤字比率：一般会計や一部の特別会計（以下、「一般会計等」という）につ

いて、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字額）を、地方公共

団体の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除して表

した指標である。 

 

② 連結実質赤字比率 

連結実質収支が赤字の団体はなし（２６年度決算：なし） 

※ 連結実質赤字比率：地方公共団体の一般会計等や水道事業会計等の公営企業会計な

ど、すべての会計の赤字額と黒字額を合算して、当該団体一法

人としての歳出に対する歳入の不足額を、標準財政規模の額で

除して表した指標である。 

  

平成２７年度決算に基づく市町村等の健全化判断比率・資金不足比率（速報値） 

○  県内４０市町村で健全化判断比率が早期健全化基準以上となる団

体は、前年度及び今年度ともに、実質赤字比率、連結実質赤字比

率、実質公債費比率及び将来負担比率とも該当なし（財政再生基準

以上も該当なし）。 

○  公営企業会計の資金不足比率が経営健全化基準以上となる会計

は、前年度は２団体が該当したが、今年度は該当なし。 
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③ 実質公債費比率 

前年度に引き続きすべての団体が早期健全化基準（25.0％）未満となってお

り、県内市町村全体の実質公債費比率（加重平均）は、12.5％（前年度13.1％）

となっている。 

※ 実質公債費比率：地方公共団体の一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなけ

ればならない経費である公債費や公債費に準じた経費を標準財政

規模を基本とした額で除して表した指標である。 

なお、実質公債費比率は、平成１８年度から、地方債の発行が従来の許可制度

から協議制度に移行したことに伴い導入された財政指標であるが、18％以上の団

体は、地方債の発行に当たって引き続き許可が必要となり、本県では、３団体

（前年度４団体）が 18％以上となっている。 

  

○ 実質公債費比率の推移

 

 

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

市平均 15.1 14.4 13.9 13.4 13.0

町村平均 15.3 14.1 13.4 12.5 11.6

市町村平均 15.1 14.3 13.8 13.1 12.5

全国 9.9 9.2 8.6 8.0
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④ 将来負担比率 

前年度に引き続きすべての団体が早期健全化基準（350.0％）未満となってお

り、県内市町村全体の将来負担比率（加重平均）は 84.4％（前年 92.2％）とな

っている。 

※ 将来負担比率：地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている

実質的な負債にあたる額（将来負担額）を把握し、この将来負担額

から負債の償還にあてることができる基金等を控除の上、標準財政

規模を基本とした額で除して表した指標である。 

県内市町村全体における将来負担比率の構成要素をみると、将来負担比率を引

き上げる要素としては、地方債現在高、公営企業債等繰入見込額の占める割合が

高く、比率を引き下げる要素としては、将来の普通交付税に算入される基準財政

需要額算入見込額の占める割合が高い。 

 

 

○ 将来負担比率の構成要素の内訳（市町村全体） 

 

 

 

 

（単位：百万円）

将来負担額

1,135,440 1,159,074 （市町村全体）

740,873 749,176 269,491

9,896 10,899 百万円

271,410 278,048 ～前年度～

32,708 33,921 292,129

80,115 86,173 百万円

165 206

土地開発公社 76 91

第三セクター等 88 115

0 0

273 651 将来負担比率

141,281 130,738 （市町村全体）

32,926 31,760 84.4%

691,742 704,447 ～前年度～

865,949 866,945 92.2%

基準財政需要額算入見込額

充当可能財源等

公営企業債等繰入見込額

組合等地方債現在高負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債等負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額

充当可能基金

充当可能特定歳入

債務負担行為に基づく支出予定額
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２ 資金不足比率の状況 

県内市町村及び一部事務組合の経営する公営企業会計（139会計）のうち、資

金不足のある公営企業会計は４会計（３団体）あり、そのうち資金不足比率が経

営健全化基準（20.0％）以上となる公営企業会計はない。 

前年度と比較すると、資金不足のある会計数は４会計（４団体）で資金不足が

解消されたが、新たに２会計（２団体）で資金不足が生じた結果、２会計（２団

体）減となっている。 

※ 資金不足比率：公営企業会計における資金不足額について、公営企業の事業規模

に対する割合を比率で表した指標である。 

 

 

 

 ○　資金不足のある公営企業 （単位：百万円、％）

26年度 26年度

青森市 自動車運送事業会計 交通事業 法適 161 256 8.2 12.3

青森市 病院事業会計 病院事業 法適 480 348 4.6 3.4

黒石市 病院事業会計 病院事業 法適 117 - 2.9 -

中部上北広域事業組

合
公立七戸病院事業会計 病院事業 法適 26 - 1.3 -

○　資金不足が解消された公営企業 （単位：百万円、％）

26年度 26年度

弘前市 岩木観光施設事業特別会計 観光施設事業 法非適 - 99 - 296.2

黒石市 温泉供給事業特別会計 観光施設事業 法非適 - 20 - 108.8

一部事務組合下北

医療センター
病院事業会計 病院事業 法適 - 164 - 1.4

北部上北広域事務

組合
病院事業会計 病院事業 法適 - 71 - 2.9

資金不足比率

団体名 会計名 事業区分
法適用
区分

資金不足額 資金不足比率

団体名 会計名 事業区分
法適用
区分

資金不足額
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参考１

○　平成２７年度決算に基づく健全化判断比率の状況
（単位：％）

27年度 26年度 前年度 増減
早期健全
化基準 27年度 26年度 前年度 増減

早期健全
化基準 27年度 26年度 前年度 増減

早期健全
化基準 27年度 26年度 前年度 増減

早期健全
化基準

団体名

1 青森市 - - - 11.25 - - - 16.25 14.2 13.8 0.4 25.0 119.3 126.2 △ 6.9 350.0

2 弘前市 - - - 11.38 - - - 16.38 8.6 9.1 △ 0.5 25.0 51.6 50.9 0.7 350.0

3 八戸市 - - - 11.25 - - - 16.25 12.1 13.2 △ 1.1 25.0 117.7 111.9 5.8 350.0

4 黒石市 - - - 13.50 - - - 18.50 22.4 22.4 0.0 25.0 148.3 170.7 △ 22.4 350.0

5 五所川原市 - - - 12.63 - - - 17.63 13.5 14.5 △ 1.0 25.0 150.9 145.1 5.8 350.0

6 十和田市 - - - 12.57 - - - 17.57 12.0 12.2 △ 0.2 25.0 21.5 41.1 △ 19.6 350.0

7 三沢市 - - - 13.28 - - - 18.28 11.6 12.3 △ 0.7 25.0 92.0 87.1 4.9 350.0

8 むつ市 - - - 12.60 - - - 17.60 16.9 17.3 △ 0.4 25.0 182.8 198.3 △ 15.5 350.0

9 つがる市 - - - 12.89 - - - 17.89 12.2 13.3 △ 1.1 25.0 124.3 133.3 △ 9.0 350.0

10 平川市 - - - 13.16 - - - 18.16 14.7 14.9 △ 0.2 25.0 - - - 350.0

11 平内町 - - - 15.00 - - - 20.00 10.2 10.7 △ 0.5 25.0 74.9 82.2 △ 7.3 350.0

12 今別町 - - - 15.00 - - - 20.00 12.7 16.9 △ 4.2 25.0 63.2 76.1 △ 12.9 350.0

13 蓬田村 - - - 15.00 - - - 20.00 4.0 5.6 △ 1.6 25.0 - - - 350.0

14 外ヶ浜町 - - - 15.00 - - - 20.00 14.1 14.8 △ 0.7 25.0 101.0 113.6 △ 12.6 350.0

15 鰺ヶ沢町 - - - 15.00 - - - 20.00 16.9 18.5 △ 1.6 25.0 196.5 225.3 △ 28.8 350.0

16 深浦町 - - - 15.00 - - - 20.00 13.7 14.3 △ 0.6 25.0 75.7 83.3 △ 7.6 350.0

17 西目屋村 - - - 15.00 - - - 20.00 11.5 11.4 0.1 25.0 - - - 350.0

18 藤崎町 - - - 14.95 - - - 19.95 12.4 13.5 △ 1.1 25.0 85.5 108.0 △ 22.5 350.0

19 大鰐町 - - - 15.00 - - - 20.00 21.5 22.4 △ 0.9 25.0 214.2 256.8 △ 42.6 350.0

20 田舎館村 - - - 15.00 - - - 20.00 14.7 17.5 △ 2.8 25.0 36.7 61.2 △ 24.5 350.0

21 板柳町 - - - 15.00 - - - 20.00 10.8 11.9 △ 1.1 25.0 45.0 84.7 △ 39.7 350.0

22 鶴田町 - - - 15.00 - - - 20.00 13.0 13.1 △ 0.1 25.0 140.6 161.9 △ 21.3 350.0

23 中泊町 - - - 15.00 - - - 20.00 10.6 12.6 △ 2.0 25.0 88.5 96.8 △ 8.3 350.0

24 野辺地町 - - - 15.00 - - - 20.00 5.8 6.5 △ 0.7 25.0 62.4 79.8 △ 17.4 350.0

25 七戸町 - - - 14.16 - - - 19.16 7.1 8.8 △ 1.7 25.0 25.9 43.8 △ 17.9 350.0

26 六戸町 - - - 15.00 - - - 20.00 11.5 12.4 △ 0.9 25.0 19.3 12.0 7.3 350.0

27 横浜町 - - - 15.00 - - - 20.00 5.5 6.6 △ 1.1 25.0 - - - 350.0

28 東北町 - - - 14.00 - - - 19.00 10.4 11.5 △ 1.1 25.0 89.1 96.4 △ 7.3 350.0

29 六ヶ所村 - - - 13.83 - - - 18.83 5.1 4.8 0.3 25.0 - - - 350.0

30 おいらせ町 - - - 14.18 - - - 19.18 13.3 13.8 △ 0.5 25.0 33.0 40.9 △ 7.9 350.0

31 大間町 - - - 15.00 - - - 20.00 14.5 12.1 2.4 25.0 - - - 350.0

32 東通村 - - - 15.00 - - - 20.00 22.0 21.3 0.7 25.0 24.5 32.8 △ 8.3 350.0

33 風間浦村 - - - 15.00 - - - 20.00 15.2 15.8 △ 0.6 25.0 30.6 52.5 △ 21.9 350.0

34 佐井村 - - - 15.00 - - - 20.00 12.8 14.0 △ 1.2 25.0 - - - 350.0

35 三戸町 - - - 15.00 - - - 20.00 13.4 14.3 △ 0.9 25.0 97.5 116.5 △ 19.0 350.0

36 五戸町 - - - 14.29 - - - 19.29 12.1 14.1 △ 2.0 25.0 57.1 65.6 △ 8.5 350.0

37 田子町 - - - 15.00 - - - 20.00 9.8 10.9 △ 1.1 25.0 32.1 47.9 △ 15.8 350.0

38 南部町 - - - 13.87 - - - 18.87 10.6 12.1 △ 1.5 25.0 - - - 350.0

39 階上町 - - - 15.00 - - - 20.00 11.8 13.1 △ 1.3 25.0 75.1 82.0 △ 6.9 350.0

40 新郷村 - - - 15.00 - - - 20.00 8.4 8.6 △ 0.2 25.0 31.8 42.8 △ 11.0 350.0

市計 - - - - - - 13.0 13.4 △ 0.4 25.0 100.7 105.5 △ 4.8 350.0

町村計 - - - - - - 11.6 12.5 △ 0.9 25.0 49.7 63.5 △ 13.8 350.0

合計 - - - - - - 12.5 13.1 △ 0.6 25.0 84.4 92.2 △ 7.8 350.0
※実質公債費比率及び将来負担比率の市計、町村計及び合計は加重平均で算出した。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
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 参考２

○　健全化判断比率等の対象範囲等

※　「資金不足比率」は、市町村のみならず、一部事務組合も算定する。
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